
（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.43

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第９条第１項及び第２項（第１１条第２項で準用する場合を含む。）

処 分の概要 土地の掘削許可（温泉ゆう出路の増掘及び動力装置の許可を含む。）の取消及び公

益上必要な措置命令

法 令の定め （許可の取消し等）

第９条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、第３条第１項の許可を取り消すこ

とができる。

一 第３条第１項の許可に係る掘削が第４条第１項第１号から第３号までのいず

れかに該当するに至つたとき。

二 第３条第１項の許可を受けた者が第４条第１項第４号又は第６号のいずれか

に該当するに至つたとき。

三 第３条第１項の許可を受けた者がこの法律の規定又はこの法律の規定に基づ

く命令若しくは処分に違反したとき。

四 第３条第１項の許可を受けた者が第４条第３項（第７条の２第２項において

準用する場合を含む。）の規定により付された許可の条件に違反したとき。

２ 都道府県知事は、前項第１号、第３号又は第４号に掲げる場合には、第３条第

１項の許可を受けた者に対して、温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止

その他公益上必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

（許可の基準）

第４条 都道府県知事は、前条第一項の許可の申請があつたときは、当該申請が次

の各号のいずれかに該当する場合を除き、同項の許可をしなければならない。

一 当該申請に係る掘削が温泉のゆう出量、温度又は成分に影響を及ぼすと認め

るとき。

二 当該申請に係る掘削のための施設の位置、構造及び設備並びに当該掘削の方

法が掘削に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害の防止に関する環境省令で

定める技術上の基準に適合しないものであると認めるとき。

三 前２号に掲げるもののほか、当該申請に係る掘削が公益を害するおそれがあ

ると認めるとき。

四 申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又はその執行を受けることがなくなつた日から２年を経過しない者であるとき。

五 申請者が第９条第１項（第３号及び第４号に係る部分に限る。）の規定によ

り前条第１項の許可を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者で

あるとき。

六 申請者が法人である場合において、その役員が前２号のいずれかに該当する



者であるとき。

（審議会その他の合議制の機関への諮問）

第３２条 都道府県知事は、第３条第１項、第４条第１項（第１１条第１項又は第

３項において準用する場合を含む。）、第９条（第１１条第２項又は第３項におい

て準用する場合を含む。）、第１１条第１項又は第１２条第１項の規定による処分

をしようとするときは、自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）第５１条の

規定により置かれる審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

（聴聞の特例）

第３３条 都道府県知事は、第９条第２項（第１１条第２項又は第３項において準

用する場合を含む。）、第１２条第１項、第１４条の９第２項又は第３１条第２項

の規定による命令をしようとするときは、行政手続法（平成五年法律第八十八号）

第１３条第１項の規定による意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を

行わなければならない。

２ 第９条（第１１条第２項又は第３項において準用する場合を含む。）、第１２条

第１項、第１４条の９又は第３１条の規定による処分に係る聴聞の期日における

審理は、公開により行わなければならない。

処 分 基 準 法令の定めによる。

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課

（電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.44

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第１０条（第１１条第２項で準用する場合を含む。）

処 分の概要 原状回復命令

法 令の定め （原状回復命令）

第１０条 都道府県知事は、第３条第１項の許可に係る掘削が行われた場合におい

て、当該許可を取り消したとき、又は当該掘削が行われた場所に温泉がゆう出し

ないときは、その許可を受けた者に対して原状回復を命ずることができる。同項

の許可を受けないで温泉をゆう出させる目的で土地を掘削した者に対しても、同

様とする。

処 分 基 準 法令の定めによる。

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課

（電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.45

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第１２条第１項

処 分の概要 温泉の採取制限命令

法 令の定め （温泉の採取の制限に関する命令）

第１２条 都道府県知事は、温泉源を保護するため必要があると認めるときは、温

泉源から温泉を採取する者に対して、温泉の採取の制限を命ずることができる。

２ 都道府県知事は、工業用に利用する目的で温泉を採取する者に対して、前項の

命令をするときは、あらかじめ経済産業局長に協議しなければならない。

（審議会その他の合議制の機関への諮問）

第３２条 都道府県知事は、第３条第１項、第４条第１項（第１１条第１項又は第

３項において準用する場合を含む。）、第９条（第１１条第２項又は第３項におい

て準用する場合を含む。）、第１１条第１項又は第１２条第１項の規定による処分

をしようとするときは、自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）第５１条の

規定により置かれる審議会その他の合議制の機関の意見を聴かなければならない。

（聴聞の特例）

第３３条 都道府県知事は、第９条第２項（第１１条第２項又は第３項において準

用する場合を含む。）、第１２条第１項、第１４条の９第２項又は第３１条第２項

の規定による命令をしようとするときは、行政手続法（平成５年法律第８８号）

第１３条第１項の規定による意見陳述のための手続の区分にかかわらず、聴聞を

行わなければならない。

２ 第９条（第１１条第２項又は第３項において準用する場合を含む。）、第１２条

第１項、第１４条の９又は第３１条の規定による処分に係る聴聞の期日における

審理は、公開により行わなければならない。

処 分 基 準 法令の定めによる。

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課 （電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ （電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.46

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第１４条第１項

処 分の概要 温泉のゆう出目的以外の土地掘削者に対する措置命令

法 令の定め （他の目的で土地を掘削した者に対する措置命令）

第１４条 都道府県知事は、温泉をゆう出させる目的以外の目的で土地が掘削され

たことにより温泉のゆう出量、温度又は成分に著しい影響が及ぶ場合において公

益上必要があると認めるときは、その土地を掘削した者に対してその影響を防止

するために必要な措置を講ずべきことを命ずることができる。

２ 都道府県知事は、法令の規定に基づく他の行政庁の許可又は認可を受けて土地

を掘削した者に対して前項の措置を命じようとするときは、あらかじめ当該行政

庁と協議しなければならない。

処 分 基 準 処分は、個々の事例について個別具体的に判断せざるを得ないため、あらかじめ具

体的な基準を定めることが困難である。

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課

（電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.47

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第１４条の９第１項及び第２項

処 分の概要 温泉の採取の許可の取消し及び可燃性天然ガスによる災害の防止上必要な措置の命

令

法 令の定め （許可の取消し等）

第１４条の９ 都道府県知事は、次に掲げる場合には、第１４条の２第１項の許可

を取り消すことができる。

一 第１４条の２第１項の許可に係る温泉の採取が同条第２項第１号に該当する

に至つたとき。

二 第１４条の２第１項の許可を受けた者が同条第２項第２号又は第４号のいず

れかに該当するに至つたとき。

三 第１４条の２第１項の許可を受けた者がこの法律の規定又はこの法律の規定

に基づく命令若しくは処分に違反したとき。

四 第１４条の２第１項の許可を受けた者が同条第３項において準用する第４条

第３項（第１４条の７第２項において準用する場合を含む。）の規定により付

された許可の条件に違反したとき。

２ 都道府県知事は、前項第１号、第３号又は第４号に掲げる場合には、第１４条

の２第１項の許可を受けた者に対して、可燃性天然ガスによる災害の防止上必要

な措置を講ずべきことを命ずることができる。

（温泉の採取の許可）

第１４条の２ 温泉源からの温泉の採取を業として行おうとする者は、温泉の採取

の場所ごとに、環境省令で定めるところにより、都道府県知事に申請してその許

可を受けなければならない。ただし、第１４条の５第１項の確認を受けた者が当

該確認に係る温泉の採取の場所において採取する場合は、この限りでない。

２ 都道府県知事は、前項の許可の申請があつたときは、当該申請が次の各号のい

ずれかに該当する場合を除き、同項の許可をしなければならない。

一 当該申請に係る温泉の採取のための施設の位置、構造及び設備並びに当該採

取の方法が採取に伴い発生する可燃性天然ガスによる災害の防止に関する環境

省令で定める技術上の基準に適合しないものであると認めるとき。

二 申請者がこの法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、

又はその執行を受けることがなくなつた日から２年を経過しない者であるとき。

三 申請者が第１４条の９第１項（第３号及び第４号に係る部分に限る。）の規

定により前項の許可を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者で



あるとき。

四 申請者が法人である場合において、その役員が前２号のいずれかに該当する

者であるとき。

３ 第４条第２項及び第３項の規定は、第１項の許可について準用する。この場合

において、同条第３項中「温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止その他

公益上」とあるのは、「可燃性天然ガスによる災害の防止上」と読み替えるもの

とする。

処 分 基 準 法令の定めによる。

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課（電話番号：011-204-5260）

各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.48

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第１４条の１０

処 分の概要 可燃性天然ガスによる災害の防止上緊急の必要があると認めるときの措置の命令等

法 令の定め （緊急措置命令等）

第１４条の１０ 都道府県知事は、温泉の採取に伴い発生する可燃性天然ガスによ

る災害の防止上緊急の必要があると認めるときは、当該採取を行う者に対し、可

燃性天然ガスによる災害の防止上必要な措置を講ずべきこと又は温泉の採取を停

止すべきことを命ずることができる。

処 分 基 準 処分は、個々の事例について個別具体的に判断せざるを得ないため、あらかじめ具

体的な基準を定めることが困難である。

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課（電話番号：011-204-5260）

各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.49

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第１８条第５項

処 分の概要 温泉利用施設の掲示内容変更命令

法 令の定め （温泉の成分等の掲示）

第１８条 温泉を公共の浴用又は飲用に供する者は、施設内の見やすい場所に、環

境省令で定めるところにより、次に掲げる事項を掲示しなければならない。

一 温泉の成分

二 禁忌症

三 入浴又は飲用上の注意

四 前３号に掲げるもののほか、入浴又は飲用上必要な情報として環境省令で定

めるもの

２ 前項の規定による掲示は、次条第１項の登録を受けた者（以下「登録分析機関」

という。）の行う温泉成分分析（当該掲示のために行う温泉の成分についての分

析及び検査をいう。以下同じ。）の結果に基づいてしなければならない。

３ 温泉を公共の浴用又は飲用に供する者は、政令で定める期間ごとに前項の温泉

成分分析を受け、その結果についての通知を受けた日から起算して３０日以内に、

当該結果に基づき、第１項の規定による掲示の内容を変更しなければならない。

４ 温泉を公共の浴用又は飲用に供する者は、第１項の規定による掲示をし、又は

その内容を変更しようとするときは、環境省令で定めるところにより、あらかじ

め、その内容を都道府県知事に届け出なければならない。

５ 都道府県知事は、第１項の施設において入浴する者又は同項の温泉を飲料とし

て摂取する者の健康を保護するために必要があると認めるときは、前項の規定に

よる届出に係る掲示の内容を変更すべきことを命ずることができる。

処 分 基 準 処分は、個々の事例について個別具体的に判断せざるを得ないため、あらかじめ具

体的な基準を定めることが困難である。

次の通知を参考とする。

温泉利用基準

・温泉の利用基準について

（昭和５０年８月１日薬務第２３１０号北海道衛生部長通知）

（昭和５０年７月１２日環自企第４２４号環境庁自然保護局長通知)

・温泉利用基準の一部改正について

（昭和６１年９月１７日薬務第８０９号北海道衛生部長通知）



（昭和６１年７月１４日環自施第２４４号環境庁自然保護局長通知)

・温泉利用基準の一部改正について

（平成元年１２月１５日薬務第６５５号北海道保健環境部長通知）

（平成元年１２月６日環自施第４３８号環境庁自然保護局長通知）

なお、本基準は、硫化水素含有泉を中心に、１ヶ月程度温泉地に滞在する温泉利

用者を対象に設定されたものであるが、これ以外の場合にあっても、その利用実態

等に応じて本基準を基準とする。

・公共の浴用に供する場合の温泉利用施設の設備構造等に関する基準について

（平成１８年３月１３日医薬第１５６４号北海道保健福祉部長通知）

（平成１８年２月２７日環自総発第０６０２２７００１号環境省自然環境整備担

当参事官通知）

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課

（電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.50

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第２５条

処 分の概要 登録分析機関の登録取消

法 令の定め （登録の取消し）

第２５条 都道府県知事は、登録分析機関が次の各号のいずれかに該当するときは、

その登録を取り消すことができる。

一 第１９条第１項及び第２項、第２０条、第２１条第１項、前条、次条並びに

第２７条の規定並びにこれらの規定に基づく命令の規定に違反したとき。

二 第１９条第３項各号に掲げる要件に適合しなくなつたとき。

三 第１９条第４項第１号又は第３号のいずれかに該当するに至つたとき。

四 不正の手段により第１９条第１項の登録を受けたとき。

処 分 基 準 法令の定めによる他、次の通知による。

・温泉法の一部改正等について

（平成２０年５月２８日環自総発第 080528003号）

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課

（電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.51

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第３０条

処 分の概要 指定地域内における温泉の公共的利用増進のため、温泉利用施設又はその管理方法

の改善に関する指示

法 令の定め （改善の指示）

第３０条 環境大臣又は都道府県知事は、前条の規定により指定する地域内におい

て、温泉の公共的利用増進のため特に必要があると認めるときは、環境省令で定

めるところにより、温泉利用施設の管理者に対して、温泉利用施設又はその管理

方法の改善に関し必要な指示をすることができる。

（温泉利用施設又はその管理方法の改善に関する指示）

第２１条 法第３０条の指示は、あらかじめ環境大臣の定める施設の整備及び環境

の改善に関する温泉地計画に基づいて行うものとする。

処 分 基 準 処分は、個々の事例について個別具体的に判断せざるを得ないため、あらかじめ具

体的な基準を定めることが困難である。

次の通知を参考とする。

・温泉地計画の策定について

（昭和２８年１０月２８日国発第１９０号厚生大臣官房国立公園部長通知）

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課

（電話番号：011-204-5260）

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm



（別表２） 不利益処分に係る処分基準

（平成２８年１０月１日作成）

No.52

法 令 名 温泉法（昭和２３年法律第１２５号）

根 拠 条 項 第３１条第１項及び第２項

処 分の概要 温泉利用許可の取消、温泉利用制限命令及び危害予防措置命令

法 令の定め （許可の取消し等）

第３１条 都道府県知事は、次に掲げる場合には、第１５条第１項の許可を取り消

すことができる。

一 公衆衛生上必要があると認めるとき。

二 第１５条第１項の許可を受けた者が同条第２項第１号又は第３号のいずれか

に該当するに至つたとき。

三 第１５条第１項の許可を受けた者がこの法律の規定又はこの法律の規定に基

づく命令若しくは処分に違反したとき。

四 第１５条第１項の許可を受けた者が同条第４項において準用する第４条第３

項の規定により付された許可の条件に違反したとき。

２ 都道府県知事は、前項第１号、第３号又は第４号に掲げる場合には、温泉源か

ら温泉を採取する者又は温泉利用施設の管理者に対して、温泉の利用の制限又は

危害予防の措置を講ずべきことを命ずることができる。

（温泉の利用の許可）

第１５条 温泉を公共の浴用又は飲用に供しようとする者は、環境省令で定めると

ころにより、都道府県知事に申請してその許可を受けなければならない。

２ 次の各号のいずれかに該当する者は、前項の許可を受けることができない。

一 この法律の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又はそ

の執行を受けることがなくなつた日から２年を経過しない者

二 第３１条第１項（第３号及び第４号に係る部分に限る。）の規定により前項

の許可を取り消され、その取消しの日から２年を経過しない者

三 法人であつて、その役員のうちに前２号のいずれかに該当する者があるもの

３ 都道府県知事は、温泉の成分が衛生上有害であると認めるときは、第１項の許

可をしないことができる。

４ 第４条第２項及び第３項の規定は、第１項の許可について準用する。この場合

において、同条第３項中「温泉の保護、可燃性天然ガスによる災害の防止その他

公益上」とあるのは、「公衆衛生上」と読み替えるものとする。

処 分 基 準 法令の定めによる他、次の通知による。



温泉利用基準

・温泉の利用基準について

（昭和５０年８月１日薬務第２３１０号北海道衛生部長通知）

（昭和５０年７月１２日環自企第４２４号環境庁自然保護局長通知)

・温泉利用基準の一部改正について

（昭和６１年９月１７日薬務第８０９号北海道衛生部長通知）

（昭和６１年７月１４日環自施第２４４号環境庁自然保護局長通知)

・温泉利用基準の一部改正について

（平成元年１２月１５日薬務第６５５号北海道保健環境部長通知）

（平成元年１２月６日環自施第４３８号環境庁自然保護局長通知）

なお、本基準は、硫化水素含有泉を中心に、１ヶ月程度温泉地に滞在する温泉利

用者を対象に設定されたものであるが、これ以外の場合にあっても、その利用実態

等に応じて本基準を基準とする。

・公共の浴用に供する場合の温泉利用施設の設備構造等に関する基準について

（平成１８年３月１３日医薬第１５６４号北海道保健福祉部長通知）

（平成１８年２月２７日環自総発第０６０２２７００１号環境省自然環境整備担当参事官通知）

・温泉利用基準（飲用利用基準）の一部改正について

(平成２０年４月１７日医薬第１６３号北海道保健福祉部保健医療局医務薬務課長通知）

（平成１９年１０月１日環時総発第０７１００１００２号環境省自然保護局長通知）

処 分担当課 保健福祉部健康安全局食品衛生課（電話番号：011-204-5260）

各総合振興局（振興局）保健環境部保健行政室（地域保健室）生活衛生課

問い合わせ先 保健福祉部健康安全局食品衛生課生活衛生グループ

（電話番号：011-204-5260）

備 考 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/kse/kyo/gyote3-2.htm


